
ESGデータ 最終更新日：2023年7月3日

2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

国内連結※1 94,821 91,896 91,062

海外連結※2 387 401 454
グループ連結(海外含む) 95,207 92,297 91,516

Scope2（間接排出） ※3 国内連結※1 35,851 33,145 31,584

Scope2（間接排出） 海外連結※2 7,180 6,148 4,934

Scope2（間接排出） グループ連結(海外含む) 43,031 39,293 36,518

Scope3 カテゴリ1(購入した製品・サービス)※4 206,242 204,763 249,436

Scope3 カテゴリ2(資本財) 11,641 6,902 6,898

Scope3 カテゴリ3(エネルギー関連活動) 5,446 5,097 5,219

Scope3 カテゴリ4(輸送、配送（上流）) 23,588 19,931 21,275

Scope3 カテゴリ5(事業から出る廃棄物) 19,557 5,229 4,782

Scope3 カテゴリ6(出張) 724 905 1,195

Scope3 カテゴリ7(雇用者の通勤) 714 612 603

Scope3 合計　※11 267,912 243,438 289,408

Scope1＋Scope2+Scope3 合計 398,584 368,479 412,054

Scope1（直接排出） 1,371 1,333 1,329

Scope2（間接排出） 796 745 763

Scope1＋Scope2合計 2,167 2,078 2,091

排出量 ※3 9,431 9,055 8,743

再利用量 4,708 5,061 5,192

処分量 ※3 4,723 3,994 3,551

上水 51 50 52

地下水 20,146 19,979 20,689

工業用水 318 335 305

下水道 35 37 39

淡水域（湖・河川など） 13,005 13,432 13,286

海水域 2,749 2,459 2,292

回数 グループ連結(海外含む) 回 0 0 0

罰金額 グループ連結(海外含む) 千円 0 0 0

ISO14001取得社数 5 5 5
国内連結子会社数 21 18 18
ISO14001取得社比率 全体 ％ 24% 28% 28%

グループ連結(海外含む) 女性 2,407 2,454 2,300

男性 3,276 3,217 3,132

合計 5,683 5,671 5,432

女性社員比率 グループ連結(海外含む) 42% 43% 42%

　　正社員数の女性社員比率 36% 36% 36%

10代 58 41 26

20代 1,048 1,052 1,031

30代 971 903 856

40代 1,140 1,091 1,024

50代 720 743 807

60代以上 191 181 178
グループ連結(海外含む) 女性 131 98 91

男性 174 148 168

合計 305 246 259
グループ連結(海外含む) 女性 13% 29% 37%

男性 33% 33% 49%

全体 25% 31% 45%

新規採用者の女性比率 女性 43% 40% 35%

定年退職者再雇用数 ※3 37 66 47

介護休職者数 1 1 1

自己都合退職率 ※12 6.6% 7.4% 5.8%

　正社員の自己都合退職率 ※12 6.2% 5.4% 5.5%

管理職数 国内連結※1 女性 人 4 5 6

管理職数 海外連結※2 女性 人 10 10 9

管理職数 グループ連結(海外含む) 女性 人 14 15 15

管理職数 国内連結※1 男性 人 531 553 538

管理職数 海外連結※2 男性 人 21 20 21

管理職数 グループ連結(海外含む) 男性 人 552 573 559

管理職数 国内連結※1 合計 人 535 558 544

管理職数 海外連結※2 合計 人 31 30 30

管理職数 グループ連結(海外含む) 合計 人 566 588 574

国内連結※1 0.7% 0.9% 1.1%

海外連結※2 32% 33% 30%
グループ連結(海外含む) 2.5% 2.6% 2.6%

国内連結※1 女性 43 55 42

男性 17 15 22

合計 60 70 64

外国籍社員数 ※3 国内連結※1 合計 20 7 13

休業労働災害発生件数 件 5 4 1

0 0 0

（協力会社※8） 0 0 0

休業労働災害度数率※9 全体 0.6 0.5 0.1

年次有給休暇取得率 国内連結※1 58% 65% 67%

ストレスチェック受検率 89% 90% 90%

定期健康診断受診率 99% 99% 99%

社員一人当たり年間教育研修時間 時間 3 10 10

社員一人当たり年間教育研修費用 千円 16 31 32

寄付件数 件 13 28 35

寄付金額 千円 206,792 207,198 208,094
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ダイワボウホールディングス株式会社

ESGテーマ 区分 単位
実績

対象範囲項目

コンプライアンス コンプライアンス教育の受検率 国内連結※1 全体 ％ 100% 99% 100%

情報セキュリティ 情報セキュリティ研修又はテスト実施回数 合計 回 6 4 4

ISO27001取得件数 件 1 1 1

ISO14001取得件数 件 7 7 7

ISO9001取得件数 件 14 13 13 2023年7月3日時点

女性 0 0 0 0

男性 3 3 3 3

合計 3 3 3 3

女性 0 2 2 2

男性 2 2 2 3

合計 2 4 4 5

総計 合計 5 7 7 8

女性 0 0 0 0

男性 2 1 1 1

合計 2 1 1 1

女性 0 0 0 1

男性 2 2 2 1

合計 2 2 2 2

総計 合計 4 3 3 3

女性 0 0 0 0

男性 5 4 4 4

合計 5 4 4 4

女性 0 2 2 3

男性 4 4 4 4

合計 4 6 6 7

総計 合計 9 10 10 11

取締役兼執行役員数 合計 0 0 0 0

独立社外取締役比率 40% 57% 57% 63%

独立社外役員比率 44% 60% 60% 64%

女性取締役比率 0% 29% 29% 25%

女性役員比率 0% 20% 20% 27%

取締役会開催回数 16 17 18

監査役会開催回数 14 14 14

※1　ダイワボウ情報システム株式会社（連結）、大和紡績株式会社（連結：国内）、株式会社オーエム製作所（連結：国内）、ダイワボウホールディングス株式会社 各年度　3月31日時点

※2　大和紡績株式会社（連結：海外）、株式会社オーエム製作所（連結：海外）

※3 算定対象となるデータを再精査し、一部見直しを行っています

※4　大和紡績株式会社（連結：国内）、株式会社オーエム製作所（連結：国内）、ダイワボウホールディングス株式会社　（ダイワボウ情報システム株式会社は算定中のため除く）

※5  大和紡績株式会社（連結：国内工場）、株式会社オーエム製作所（連結：国内工場）

※6　正社員、嘱託社員、出向者　（パート、非常勤、アルバイト、派遣含まず）

※7　人事部門主催の能力開発に関する研修

※8　協力会社：連結国内会社の構内業務の委託会社

※9　休業労働災害度数率：100万延べ実労働時間当たりの休業労働災害による死傷者数（労働災害による死傷者数÷延べ実労働時間数×1,000,000）

※10　ダイワボウホールディングス株式会社

※11　スコープ3の1～7以外のカテゴリ

　　　　　カテゴリ8（リース資産（上流））：　対象外。リース契約によって賃借した資産の使用によるエネルギー使用量は Scope 1、 Scope 2に含まれるため。

　　　　　カテゴリ9（輸送・配送（下流））：　対象外。出荷先までの排出量はカテゴリ４に含まれる。出荷先以降の輸送については合理的算定が困難であるため。

　　　　　カテゴリ10（販売した製品の加工）：　対象外。当社の取扱商品は様々な分野にわたっており、 製品出荷先以降の下流において多数の潜在的⽤途があり合理的算定が困難であるため。

　　　　　カテゴリ11（販売した製品の使用）、カテゴリ12（販売した製品の廃棄）：　今後開示を検討。

　　　　　カテゴリ13(リース（下流））、カテゴリ14（フランチャイズ）、カテゴリ15（投資）　：対象外。

※12　自己都合退職率：自己都合退職者数÷（前期末社員数＋期中入社人数<新規+中途>）
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